
新型コロナウイル感染症発生時の対応等調査結果

■社内規定あり（労使確認済み含む１３７組織中）
１．本人が罹患した場合

出勤停止 １０２組織（74％） 完治まで ５４組織（39％） １００％支給 ５６組織（41％）
自宅待機 ２２組織（16％） 命じられた期間 ５３組織（39％） ６０％支給 ３組織（2％）
自宅勤務 ２組織（2％） その他 ３０組織（22％） 無給 ３組織（2％）
（ﾃﾚﾜｰｸ含む） 有休・特休・病休 ４８組織（35％）
その他 １１組織（8％） その他 ２７組織（20％）

２．同居人等の罹患により濃厚接触者として感染の疑いがある場合

出勤停止 ４８組織（35％） 完治まで ２１組織（15％） １００％支給 ４９組織（36％）
自宅待機 ４９組織（36％） 命じられた期間 ７７組織（56％） ６０％支給 ７組織（5％）
自宅勤務 ８組織（6％） その他 ３９組織（29％） 無給 ８組織（6％）
（ﾃﾚﾜｰｸ含む） 有休・特休・病休 ２８組織（20％）
その他 ３２組織（23％） その他 ４５組織（33％）

３．労働者が発熱等で自主判断（感染未確認）により自宅待機等する場合

出勤停止 ２２組織（16％） 完治まで ２５組織（18％） １００％支給 ３４組織（25％）
自宅待機 ５３組織（39％） 命じられた期間 ４５組織（33％） ６０％支給 ３組織（2％）
自宅勤務 ６組織（4％） その他 ６７組織（49％） 無給 １３組織（9％）
（ﾃﾚﾜｰｸ含む） 有休・特休・病休 ３５組織（26％）
その他 ５６組織（41％） その他 ５２組織（38％）

４．発生地域からの帰国者が国の方針で自宅待機等を命じられた場合

出勤停止 ２５組織（18％） 完治まで ９組織（7％） １００％支給 ３１組織（23％）
自宅待機 ３５組織（26％） 命じられた期間 ５４組織（39％） ６０％支給 ２組織（1％）
自宅勤務 ６組織（4％） その他 ７４組織（54％） 無給 ７組織（5％）
（ﾃﾚﾜｰｸ含む） 有休・特休・病休 １８組織（13％）
その他 ７１組織（52％） その他 ７９組織（58％）

５．発生地域からの帰国者が会社の方針で自宅待機等を命じられた場合

出勤停止 ２１組織（15％） 完治まで ６組織（4％） １００％支給 ３３組織（24％）
自宅待機 ３３組織（24％） 命じられた期間 ５０組織（37％） ６０％支給 ４組織（3％）
自宅勤務 ７組織（5％） その他 ８２組織（59％） 無給 ３組織（2％）
（ﾃﾚﾜｰｸ含む） 有休・特休・病休 １３組織（10％）
その他 ７６組織（55％） その他 ８４組織（61％）

６．職場・事業所での罹患者発生により一斉閉鎖になった場合

出勤停止 ３０組織（22％） 完治まで １２組織（9％） １００％支給 ３５組織（26％）
自宅待機 ２６組織（19％） 命じられた期間 ５０組織（36％） ６０％支給 ８組織（6％）
自宅勤務 １０組織（7％） その他 ７５組織（55％） 無給 ２組織（1％）
（ﾃﾚﾜｰｸ含む） 有休・特休・病休 １１組織（8％）
その他 ７１組織（52％） その他 ８１組織（59％）

業務上の取扱い 休業期間 賃金の取扱い

業務上の取扱い 休業期間 賃金の取扱い

業務上の取扱い 休業期間 賃金の取扱い

２０２０年３月１３日時点

回答数　１８３組織

業務上の取扱い 休業期間 賃金の取扱い

業務上の取扱い 休業期間 賃金の取扱い

業務上の取扱い 休業期間 賃金の取扱い

74%

16%
2%

8%

業務上の取扱い

出勤停止

自宅待機

自宅勤務

その他

39%

39%

22%

休業期間

完治まで

命じられた

期間

その他

41%

2%2%

35%

20%

賃金の取扱い
100%

60%

無給

有給・特

給・病給
その他

35%

36%
6%

23%

業務上の取扱い

出勤停止

自宅待機

自宅勤務

その他

36%

5%
6%

20%

33%

賃金の取扱い
100%

60%

無給

有給・特

給・病給
その他

15%

56%

29%

休業期間

完治まで

命じられた

期間
その他

16%

39%

4%

41%

業務上の取扱い

出勤停止

自宅待機

自宅勤務

その他

18%

33%

49%

休業期間

完治まで

命じられた

期間

その他

18%

26%

4%

52%

業務上の取扱い

出勤停止

自宅待機

自宅勤務

その他

7%

39%54%

休業期間

完治まで

命じられた

期間

その他

15%

24%

5%

56%

業務上の取扱い

出勤停止

自宅待機

自宅勤務

その他

4%

37%
59%

休業期間

完治まで

命じられた

期間

その他

22%

19%
7%

52%

業務上の取扱い

出勤停止

自宅待機

自宅勤務

その他

9%

36%55%

休業期間

完治まで

命じられた

期間

その他

25%
2%

9%26%

38%

賃金の取扱い
100%

60%

無給

有給・特

給・病給
その他

23%
1%

5%

13%

58%

賃金の取扱い
100%

60%

無給

有給・特

給・病給
その他

24%

3%
2%

10%

61%

賃金の取扱い
100%

60%

無給

有給・特

給・病給
その他

26%
6%

1%

8%

59%

賃金の取扱い
100%

60%

無給

有給・特

給・病給
その他



■全組織（１８３組織）中
７．パート・アルバイト・契約社員等の取扱い

正社員に準じる １００組織（55％） 正社員に準じる ４４組織（24％）
出勤停止 ４組織（2％） 派遣元対応 ２６組織（14％）
社内規定による ３組織（2％） 出勤停止 ６組織（3％）
その他 ７６組織（41％） 契約停止 １組織（1％）

社内規定による ２組織（1％）
その他 １０４組織（57％）

■回答のあった組織（５８組織）中
８．（１）新型コロナウイルス感染症における操業等の課題

① 影響なし ７組織（12％）
② 中国からの部品調達不能・不能に陥る可能性 １４組織（24％）
③ 原材料不足・不測に陥る可能性有 ９組織（15％）
④ 経済停滞にともなう出荷停滞・受注低下 １８組織（31％）
⑤ ウイルス対策による業務量の増加 １組織（2％）
⑥ 労働者休業によるシフト調整困難 ５組織（9％）
⑦ その他 ４組織（7％）

８．（２）産業別比較

① 影響なし ６組織（16％） ① 影響なし １組織（7％） ① 影響なし ０組織（0％）
② 中国部品 １３組織（35％） ② 中国部品 １組織（7％） ② 中国部品 ０組織（0％）
③ 原材料不足 ９組織（24％） ③ 原材料不足 ０組織（0％） ③ 原材料不足 ０組織（0％）
④ 経済停滞 ６組織（16％） ④ 経済停滞 ６組織（40％） ④ 経済停滞 ５組織（83％）
⑤ 業務量の増加 ０組織（0％） ⑤ 業務量の増加 ０組織（0％） ⑤ 業務量の増加 １組織（17％）
⑥ 労働者休業 １組織（3％） ⑥ 労働者休業 ５組織（33％） ⑥ 労働者休業 ０組織（0％）
⑦ その他 ２組織（6％） ⑦ その他 ２組織（13％） ⑦ その他 ０組織（0％）

９．新型コロナウイルス感染症対策本部の設置状況

設置済み ６７組織（37％）
設置予定あり １７組織（9％）
設置予定なし ９９組織（54％）
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